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2 0 2 0 年 1 月 1 5 日 

在 チリ日 本大 使 館 経済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2019年 12月 ） 

 

１． 経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前

年 同 月 比 ▲3.3％増 －  
11 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 ▲

3.3 ％ ， （ 季 節 調 整 済 前 月 比 は 1.0 ％ ） と

なった。営 業 日 数 は昨 年 同 日 数 だった。

鉱 業 は 前 年 同 月 比 ▲ 5.1 ％ ， 鉱 業 以 外

の業 種 は同 ▲3.1％だ った。季 節 調 整 済

前 月 比 で は 鉱 業 は 1.5 ％ ， 非 鉱 業 部 門

は0.9％となった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト （ １ 月 ） に よ る 見 通 し は

12月 ▲1.0％（中 央 値 ）となっている。 

 

（２） 消 費 －悪 化 している－  
①  11 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE 公 表 ）

は ， 前 年 同 月 比 ▲ 5.3 ％ ， 同 指 数 の 小 売

業 （除 く車 ）は同 ▲7.1％となった。 

②  11 月 の ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ，

INE 公 表 ） は ， 前 年 同 月 比 ▲ 9.7 ％ と な っ

た。 

③  商 業 販 売 額 （チリ商 工 会 議 所 公 表 ，サ

ンテ ィアゴ首 都 圏 ，暫 定 値 ）は，11 月 は前

年 同 月 比 ▲16.4％となった。 

④  12 月 の 消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC，GfkAd ima rk 公 表 ）は 29 .4 (前 月 差 1.1 )， 個 人 の

景 気 認 識 （現 状 ）は29 .7（同 ▲0.3）と，引 き続 き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

＜概 要 ＞ 景 気 は，悪 化 している。  
● 消 費 は悪 化 している。  
● 観 光 は急 激 に悪 化 している。  
● 生 産 は，工 業 は増 加 ，鉱 業 は減 少 。企 業 マインドは大 きく悪 化 している。  
● 失 業 率 は高 い水 準 にある。  
● 物 価 は緩 やかに上 昇 している。  
● 貿 易 は黒 字 が続 いている。  
● 銅 価 格 は上 昇 ，為 替 はペソ高 に進 展 ，株 価 は持 ち直 している。  
先 行 きについては，国 内 情 勢 不 安 による経 済 の後 退 ，世 界 経 済 動 向 及 び米 中 貿 易

摩 擦 の影 響 に よる銅 価 格 下 落 ， 為 替 変 動 がチリ 国 内 経 済 に 与 える影 響 に 引 き 続 き 留

意 する必 要 がある。 
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⑤  12 月 の新 車 販 売 台 数 は31 ,090 台 （ 前

年 同 月 比 ▲11.1％）となった。 

（３） 観 光 －急 激 に悪 化 している－  
 11 月 の観 光 宿 泊 調 査 （ＩＮＥ 公 表 ）は，

のべ宿 泊 日 数 が 1,595 , 747 日 ，前 年 同

月 比 ▲27 . 4％となった。 

地 域 別 では，シェアの大 きい首 都 圏 州

は同 ▲34 . 5％（寄 与 度 ▲11 . 0％），バルパ

ラ イ ソ 州 は 同 ▲ 39 .8 ％ （ 寄 与 度 ▲ 5.9 ％ ）

と な っ た 。 そ の 他 の 地 域 合 計 で は ， 同 ▲

20 .5％となった。 

 

（４） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 増

加 ，鉱 業 は減 少 －  
11 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月 比

3.2％となった。セクター別 では化 学 が前 年 同

月 比 寄 与 度 2.02 ％ と 増 加 に 寄 与 し た 一 方 ，

製 紙 が同 ▲0.45％と減 少 に寄 与 した。  

11 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比 ▲

7.1％，銅 生 産 量 は同 ▲6.7％となった。 

11月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 ▲0.2％

となった。 

 

（５） 企 業 の業 況 判 断 －大 幅 に悪 化 －  
12 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は

32 .53ポ イ ント で ， 前 月 差 ▲ 4.05ポ イ ント と なっ

た 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が 33.85 （ 同 2.02 ポ イ

ン ト ） ， 鉱 業 が 37 .42 （ 同 ▲ 13 .88 ポ イ ン ト ） ， 製

造 業 は 34 .64 （ 同 ▲ 2.90 ポ イ ン ト ） ， 建 設 業 が

21 .43（同 ▲4.66ポイント）となった。 

 

 

（６） 不 動 産 －減 少 している－  
11 月 の 建 築 許 可 面 積 （ INE 公 表 ） は 前 年

同 月 比 ▲ 5.2 ％ （ 3 か 月 移 動 平 均 ） と ２ か 月 連

続 で減 少 している。内 訳 を見 ると，住 居 が同

8.7％，非 住 居 は同 ▲27 .5％となった。 
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（７） 雇 用 － 失 業 率 は 高 い 水 準 に あ

る－  
９ ～ 11 月 期 の 失 業 率 は 6.9 ％ （ 前 年 同

期 差 0.04％）と，高 い 水 準 にある。前 年 同

期 で 見 る と ， 労 働 力 人 口 は 131 , 156 人 増

加 （ 前 年 同 期 比 1.5 ％ ） ， 就 業 者 数 は

118 , 205 人 増 加 （ 同 1.4 ％ ） し ， 失 業 者 数

は12,952人 増 加 （同 2.1％）している。就 業

者 数 を 職 業 別 に み る と ， 建 設 が 同 0.54 ％ と

増 加 に 寄 与 す る 一 方 ， 情 報 通 信 が 同 ▲

0.37％と減 少 に寄 与 している。 

11月 の賃 金 （速 報 値 ）は，名 目 は前 年 同 月 比 4.1％，実 質 は同 1.2％となった。 

 

（８） 物 価 －緩 やかに上 昇 している－  
12 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前

月 比 は 0.1 ％ ， 前 年 同 月 比 は 3.0 ％ と な っ

た 。 品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と

教 育 （4 .6％），電 気 ガ ス水 道 （4.3％）が上

昇 してい る 一 方 ， 通 信 （▲3.2％）が下 落 し

てい る。なお ，消 費 者 物 価 指 数 （コア ）は，

前 月 比 0.1％，前 年 同 月 比 2.5％であった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト (12 月 ) に よ る イ ン フ レ 期

待 は 1 年 後 ： 3 .2 ％ （ 前 月 3.2 ％ ） ， 2 年 後 ：

3.0％（前 月 3.0％）となっている。 

11月 の生 産 者 物 価 （全 産 業 ）は，前 月 比 は5.0％，前 年 同 月 比 は5.0％となった。電 気

ガス水 道 が上 昇 （前 年 同 月 比 12 .0％）する一 方 ，製 造 業 が減 少 （同 ▲1.6％）した。  

 

（９） 貿 易 －黒 字 が続 いている－  
①  12月 の輸 出 額 （FOB ）は66 . 4億 ドル（前 年

同 月 比 1.3％） とな っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 鉱 業

品 37.2 億 ド ル （ 同 ▲ 2.3 ％ ） （ 全 体 の 56 ％ ） ，

農 林 水 産 品 7.6 億 ド ル （ 同 53 .2 ％ ） （ 全 体 の

11％），製 造 業 品 21 .7億 ドル（同 ▲3.9％）（全

体 の 33 ％ ） と な っ た 。 鉱 業 品 の う ち 銅 は 34.5

億 ド ル （ 同 ▲ 2.7 ％ ） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の

93％）となった。 

②  12月 の輸 入 額 （FOB）は51 . 8億 ドル（前 年 同

月 比 ▲17.7％）となった。内 訳 （CIF）は，消 費 財 14.7億 ドル（同 ▲16 .9％），中 間 財 29 .7億

ドル（同 ▲16.7％），資 本 財 10.9億 ドル（同 ▲20 .0％）となった。 
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③  12月 の貿 易 収 支 （FOB）14 . 6億 ドルの黒 字 となった。 

 

（１０） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB ） 11 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 4.3 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 ▲ 26 .6％ ） ， 輸 入

額 1.3億 ドル（同 ▲19.0％），貿 易 総 額 では5.6億 ドル（同 ▲24.9％）となった。 

②  対 中 貿 易 （ FOB ） ： 11 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 19.0 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 ▲ 14.1 ％ ） ， 輸

入 額 12.7億 ドル（同 1.3％），貿 易 総 額 では31.8億 ドル（同 ▲8.5％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） 11 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 3.0 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 ▲ 10 .4％ ） ， 輸 入

額 1.0億 ドル（同 ▲28.5％），貿 易 総 額 では4.0億 ドル（同 ▲15.9％）となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －上 昇 している－  
12 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ン ド 2 .65601 ド ル

（２ 日 ）で始 まった 。好 調 な需 要 と在 庫 の減 少

に よ り ， 国 内 情 勢 不 安 と は 裏 腹 に 好 調 に 推

移 。月 末 に は2.79232ドル（31日 ）と 前 月 末 比

5.2％で終 了 した。 

12 月 の 銅 在 庫 は ， 365 , 092 ト ン （ ２ 日 ） で 始

ま り ， 月 末 に は 303 , 412 （ 31 日 ） と 前 月 末 よ り

減 少 した。 

 

（２） 為 替 －ペソ高 に進 展 している－  
12月 の為 替 は，1ドル812 . 13ペソ（２ 日 ）で始

ま っ た 。 中 銀 為 替 介 入 の 効 果 や 世 界 経 済 に

対 する安 定 した見 方 からペソ高 に進 展 した。 

月 末 は 744 . 62 ペ ソ （ 30 日 ） と 前 月 末 差 ▲

83 .63ペソで終 了 した。 

 

 

（３） 株 価 －持 ち直 している－  
12 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式 指

数 ）は 4501 . 58ポ イ ント （２ 日 ）で 始 まった 月 中

旬 に かけ ，株 価 は回 復 。一 時 は4900ポイ ント

近 くま で 上 昇 した も の の， 下 旬 は 連 日 下 落 し

た。月 末 には4669 .85ポイント（30日 ）と，前 月

末 比 2.9％で終 了 した。  
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3．経 済 トピックス 

（１） 石 炭 火 力 発 電 所 の閉 鎖 計 画 の拡 大 ：報 道  

 昨 日 ，ＣＯＰ２５を開 催 しているマドリードで，ジョベット・エネルギー大 臣 は，本 年 発 表 した

脱 炭 化 水 素 計 画 を変 更 し，新 たに４基 の石 炭 火 力 発 電 所 を閉 鎖 する旨 発 言 した。 

 対 象 となる石 炭 火 力 発 電 所 は，メヒジョネス市 に立 地 する仏 企 業 （Eng ie 社 ）のＣＴＭ１

号 機 及 び２号 機 （計 ３３４ＭＷ）とバルパライソ市 に立 地 する米 企 業 （AES Gene r 社 ）のベ

ンターナ１号 機 及 び２号 機 の計 ４機 で，ＣＴＭ１及 び２号 機 が２０２４年 までに，ベンターナ１

及 び２号 機 が２０２２年 までに閉 鎖 される。 

「ジ ョ」大 臣 は会 見 で ，各 発 電 会 社 と石 炭 火 力 の閉 鎖 の可 能 性 につい て議 論 した ，こ

れら閉 鎖 予 定 の発 電 所 は産 業 集 積 地 に 立 地 しており ，近 隣 住 民 の生 活 環 境 の向 上 に

も資 する，と述 べた。 

 仏 En ig i e 社 は，閉 鎖 に伴 う同 社 の電 源 マトリクスへの影 響 ，チリが直 面 する危 機 に起

因 する不 安 定 化 や，少 数 株 主 との履 行 事 項 も踏 まえ精 査 しつ つ，「ジョ 」大 臣 は，これら

計 画 の 加 速 化 へ の 影 響 や 疑 念 を 知 り つ つ 主 張 し て い た とい う 。 同 社 社 長 は ， 政 府 は 最

近 の 危 機 的 状 況 の 中 で も 脱 炭 素 化 の 約 束 を 進 める であ ろ う し ，より 高 度 で 低 炭 素 の技

術 を導 入 する可 能 性 があるとしても石 炭 火 力 の閉 鎖 を決 めるであろう，と述 べた。 

 

（２） ２０５０年 までにカーボンニュートラルを義 務 化 する法 案 の議 会 提 出 ：環 境 省 プレス

リリース  
シュミット環 境 大 臣 は，政 府 は，気 候 変 動 枠 組 み法 案 を，１２月 １８日 に議 会 に提 出 す

ることを 発 表 した 。これは，チリの気 候 変 動 対 策 を 促 進 する重 要 な１ 歩 を 踏 み出 すもので

ある。 

本 法 案 は ， 気 候 変 動 対 策 のガ バナ ンスの 制 度 化 と２ ０ ５ ０ 年 ま でのカ ーボ ンニ ュ ート ラ

ルを達 成 するという国 家 目 標 ，水 の保 護 を含 めた分 野 別 の適 応 ・緩 和 計 画 を含 むもので

あり，これらはチリの持 続 的 開 発 を推 進 するものである。 

 「シュ」大 臣 は，現 在 マドリッドで開 催 されているCOP25にお いて，チリは２０５ ０ 年 まで

のカーボンニュートラル達 成 を法 律 で設 定 する最 初 の開 発 途 上 国 となるだろう，この目 標

は達 成 するた めに 国 の様 々なアクターが責 任 を 持 つ ことを 義 務 化 するものである，と述 べ

た。 

本 法 案 の草 案 は長 期 にわたる市 民 も参 加 する検 討 の成 果 であり，約 ４５００の意 見 が

提 出 された。 

その他 ，法 案 が制 定 するものとして， 

（１）カーボンニュートラル達 成 のための中 間 目 標 として，自 国 が決 定 する貢 献 （NDC）を

認 める 

（２）水 の保 護 ，担 当 当 局 による保 護 戦 略 計 画 の策 定 （市 民 からの提 案 によるもの，現

在 の水 不 足 の懸 念 から） 

（３）生 産 部 門 の責 任 として，長 期 的 気 候 戦 略 にて定 義 される各 部 門 別 目 標 の達 成  

（４）市 民 が 気 候 変 動 プログ ラム ・行 動 の情 報 へのア クセスの促 進 ，そ れらに 参 加 する

ことの促 進  

（５ ） 環 境 ・ 経 済 ・ 社 会 と い った 専 門 家 で 構 成 さ れ る 科 学 委 員 会 を 創 設 。 同 委 員 会 は

公 共 政 策 の開 発 ・評 価 を行 い，科 学 技 術 革 新 イノベーション省 と教 育 省 が参 画 する。 

（６）環 境 保 護 基 金 の気 候 変 動 の影 響 を 受 ける地 域 での具 体 的 な適 応 ・緩 和 行 動 に

対 するファイナンスの拡 大 。また，環 境 保 護 基 金 は，民 間 部 門 からの寄 付 を受 け取 ること

を可 能 とする。 
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（３） 反 不 正 操 作 と公 正 な待 遇 のための政 策 の発 表 ：報 道  
９ 日 に ピニ ェラ 大 統 領 が発 表 した 「反 不 正 と 公 正 な 待 遇 のた めの政 策 」を 構 成 する 柱

は三 つあり，カルテル及 び市 場 操 作 撲 滅 への取 組 み，消 費 者 の権 利 の保 護 強 化 及 び労

働 者 の権 利 の強 化 である。 

ピニェラ大 統 領 は，カ ルテル及 び市 場 操 作 撲 滅 への取 組 みに関 し，医 薬 品 ，トイレット

ペーパー及 び鶏 肉 といった，かつて国 民 の生 活 に 影 響 を 与 えた カルテル・市 場 操 作 の再

発 防 止 のため，経 済 監 督 庁 （ＦＮＥ）の強 化 を行 うことを表 明 した。 

本 政 策 により，ＦＮＥは銀 行 の保 持 する秘 密 情 報 や反 競 争 的 行 為 の物 的 ・デジタル証

拠 の保 全 等 ができるようになる可 能 性 がある。 

また ，匿 名 の内 部 告 発 者 制 度 が 新 設 され るほか，カルテ ルに 対 する刑 事 罰 として（罰

金 刑 のみ なら ず） 刑 務 所 への 収 監 が 追 加 され る 。 さらに ，イ ン サイ ダ ー 情 報 等 未 公 開 情

報 の不 正 利 用 や偽 情 報 の拡 散 といった 経 済 犯 罪 に 対 する罰 金 や刑 事 罰 の引 き 上 げが

される予 定 。 

本 政 策 では ， 特 定 の ケ ースに お い て 企 業 幹 部 に も 連 帯 責 任 を 負 わせ る とい う 経 済 犯

罪 を 未 然 に 防 ぐことを 狙 った 予 防 措 置 も 含 まれてい る。また ，透 明 性 向 上 や不 正 行 為 ，

利 益 相 反 ，特 定 企 業 との偏 った随 意 的 取 引 を特 定 する目 的 で，国 と取 引 を 行 う企 業 の

所 有 者 の個 人 情 報 の提 出 も求 めることが可 能 となる。 

さらに，本 政 策 で取 組 まれる消 費 者 の権 利 の保 護 には，企 業 側 が一 方 的 に契 約 内 容

を決 め得 る付 合 契 約 を規 制 する消 費 者 庁 （ＳＥＲＮＡＣ）のプラットフォームが含 まれる。労

働 者 の権 利 の保 護 は，近 日 中 に発 表 される労 働 庁 の近 代 化 政 策 で取 り組 まれる。 

 

（４） ２０１９年 新 車 販 売 ランキング：報 道  
２０１９ 年 １１ 月 の新 車 販 売 台 数 は計 ２４ ，２７２ 台 で前 年 同 期 比 ２７ ．６％減 となり，本

年 １ 月 か ら １ ０ 月 末 ま で の 累 計 台 数 は ３ ４ １ ， ７ ８ ８ 台 と 前 年 同 期 比 １ ０ ． ５ ％ の 減 と な っ

た。 

本 年 １月 から１０月 末 までの期 間 中 に登 録 されたブランド（モデル）の車 種 ランキングは

以 下 のとおり。 

・乗 用 車  第 １位 ：ＧＭ・シボレー サイル（７，６１１台 ），第 ２位 ：ＫＩＡ リオ（７，３９３台 ），

第 ３位 ：スズキ バレノ（６，３３１台 ） 

・ＳＵＶ 第 １位 ：トヨタ ＲＡＶ４（５，２８１台 ），第 ２位 ：マツダ ＣＸ５（３，７６４台 ），第 ３位  

現 代  Ｔｕｃｓｏｎ ＴＬ（３，７３９台 ） 

・商 用 車  第 １位 ：三 菱  Ｌ－２００（８，３８７台 ），第 ２位 ：トヨタ Ｈｉ ｌｕｘ（５，９９３台 ），第

３位 ：日 産  ＮＰ３００（５，０４５台 ） 

 

（５） チリ中 央 銀 行 総 裁 講 話  
（ IPoMの通 り，）成 長 率 見 通 しは大 幅 に下 方 修 正 となった。また ，労 働 市 場 について，

2020年 第 １ 四 半 期 に 失 業 率 が10％に 達 するとみられる。この経 済 の悪 化 は，国 内 情 勢

不 安 によるものであり，突 発 的 かつイレギュラーな要 素 であったことから，即 座 の対 応 が出

来 ず，悪 影 響 を緩 和 することが出 来 なかった。また，数 多 くの企 業 が閉 鎖 することにもつな

がり，まさに悪 循 環 であった。 

消 費 者 マインド，企 業 マインドともに悪 化 しており，消 費 と投 資 の落 ち込 みが見 られる。

商 業 と運 輸 が最 も悪 影 響 を受 けているセクターである。 

企 業 の投 資 見 通 しについては，10％が投 資 を行 う，15％が一 部 投 資 を行 うと回 答 して

いるのに対 し，検 討 しているが60％近 く，投 資 を行 わないが15％近 くと，企 業 行 動 の見 通

しが不 透 明 な状 況 に陥 っている。 

チリ中 央 銀 行 の景 気 に対 する判 断 として，技 術 的 な景 気 後 退 （Reces ion  Tecn ica）に

陥 っているとは見 ていない。今 後 は，復 興 が経 済 に好 影 響 を及 ぼすとも見 られる。一 方 で，
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現 状 のような状 況 はしばらく続 くとみられ，企 業 の75％以 上 が復 興 に数 か月 から１年 以 上

かかると見 ている。 

金 融 政 策 について，政 策 金 利 は1.75％で据 置 きとしている。この利 率 は他 の資 源 輸 出

国 よりも低 い 値 となっている。今 後 ，ト レンド成 長 率 等 を 見 ながら調 整 していくことになる。

為 替 介 入 の効 果 は，まだ９日 程 度 しか経 っていないものの，ペソ安 水 準 が低 下 しているこ

とから効 果 が出 ているとみている。 

労 働 市 場 について，チリはOECD各 国 と比 較 すると，１年 内 離 職 率 が40％近 くに達 して

おり，非 常 に高 い水 準 である。しかしながら，この転 職 が生 産 性 や給 与 アップにつながって

お らず ， 転 職 す る 人 ほど 収 入 が 少 な い 点 ， 女 性 の 社 会 進 出 は 進 んで い る 中 ， 男 女 間 の

賃 金 格 差 は埋 まっていない点 が問 題 とされる。 

チリ中 央 銀 行 は，メトロ（地 下 鉄 ）の30ペソ値 上 げから始 まった今 回 の国 内 情 勢 不 安  

もあり，引 き続 きインフレを注 視 していく。 

 

（６） 対 中 関 税 引 下 げのメリット；報 道  
昨 日 ，中 国 政 府 により公 示 された８５９品 目 の中 国 ＭＦＮ関 税 引 下 げ（来 年 １月 １日 施

行 ）は，チリ産 品 ６３品 目 にとって，新 たな輸 出 機 会 となるであろう。 

外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 に よると，対 象 となる８５ ９ 品 目 中 ，チリから中 国 に 輸

出 されている品 目 は，銅 正 極 材 ，炭 酸 リチウム，冷 凍 サーモン，ブルーベリー，冷 凍 ベリー，

冷 凍 豚 切 肉 ，アボカド，加 糖 冷 凍 果 物 など８６品 目 ある。しかし，これらの品 目 はすべて２

００６年 に施 行 された 中 国 チリＦＴＡにより既 に関 税 撤 廃 されてお り，今 回 の措 置 による関

税 面 での恩 典 はない。 

他 方 ， 紙 ラベ ル ， 感 光 紙 ， 壁 紙 ， 板 材 ， ロール 紙 ，カ レンダ ー 紙 ， 広 告 印 刷 物 な ど ６ ３

品 目 につい ては中 国 チリＦＴ Ａでは除 外 されており ，新 たな輸 出 が見 込 まれる。ジ ャニ ェス

国 際 経 済 関 係 次 官 は，これらの産 品 にとっては今 回 の措 置 は潜 在 的 な利 益 となり得 る，

と語 る。ウォーケル農 業 大 臣 も，多 くの需 要 を有 するチリ農 水 産 品 に与 えられつつある国

際 市 場 への参 入 機 会 を活 用 しなければならない，と述 べる。 

 

（７） 韓 国 企 業 の受 注 インフラ案 件 に関 するチリ政 府 との紛 争 ：報 道  
２００６年 に計 画 が始 まったチャカオ橋 梁 建 設 事 業 は，２０１３年 に公 共 事 業 省 の直 轄

事 業 として７ 億 米 ドル が計 上 され，入 札 の 結 果 ， 現 代 建 設 と伯 オ ーデブレヒト （ＯＡ Ｓ） 社

が落 札 （その後 ，ＯＡＳ社 は汚 職 スキャンダルにより離 脱 ），完 工 に向 け準 備 が進 められて

来 た。しかし，本 事 業 は仕 様 変 更 等 により１３年 間 ，落 札 者 と政 府 との間 で紛 争 が続 くこ

とになった。 

今 般 ，現 代 建 設 は公 共 事 業 省 を 相 手 取 り ，仕 様 変 更 とそ の対 価 未 払 い 等 は契 約 に

関 する権 利 の濫 用 であり，その旨 異 議 申 立 てる旨 ，モレノ公 共 事 業 大 臣 に書 簡 を発 出 し

た 。 同 社 は ，２ ０ １ ６ 年 及 び２ ０ １ ７ 年 に 発 生 した （ 価 格 変 更 を 伴 わない ） 仕 様 変 更 （ 日 本

基 準 の追 加 採 用 を含 む）は同 社 の受 忍 限 度 を超 えており，このままでは工 事 の継 続 は困

難 であると訴 え，このような異 議 申 立 ては，同 社 の歴 史 上 初 であるが，３年 間 の協 議 の結

果 ，当 社 として本 事 業 の完 遂 は不 可 能 であるとの結 論 に達 した ，この結 論 は，立 地 先 の

チロエ島 の労 働 者 に雇 止 めという影 響 を与 えるものであり，また，同 橋 梁 を待 つ近 隣 住 民

の期 待 に反 するものであり残 念 である，と述 べた。 

同 工 事 は既 に ３６ 本 の杭 打 ちを 先 行 実 施 しており ，公 共 事 業 省 は，現 代 建 設 は追 加

で５０％の事 業 費 値 上 げ（３億 米 ドル相 当 ）を要 求 してきたが，政 府 としてそのような要 求

は受 け入 れられず，現 代 建 設 はデザインや技 術 仕 様 に関 し，非 常 識 な工 事 を行 うことなく，

自 由 な裁 量 で建 設 ができる本 契 約 を履 行 すべきと主 張 する。また，公 共 事 業 省 は，同 社

との和 解 は可 能 であるが，「何 も生 まない（という内 容 の）」合 意 事 項 は確 実 にチリの司 法

に持 ち込 まれ，その結 果 は極 めて深 刻 なものになるであろうと警 告 する。 
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（８） 為 替 減 価 による物 価 上 昇 見 通 し：報 道  
10月 18日 以 降 ，チ リ ペソ対 ドルレート は急 落 し，中 銀 の為 替 介 入 後 は値 を 戻 した もの

の，物 価 への影 響 が今 後 出 始 めるとみられる。中 央 銀 行 は金 融 政 策 レポート（12月 公 表 ）

にて，本 年 の物 価 上 昇 率 （前 年 比 ）を2 .7％から3.4％に，2020年 を2 .8％から3.6％に大 き

く改 訂 した。 

マーケット（当 国 内 エコノミスト）は，もう少 し遅 れて影 響 が出 始 め，より弱 いとみており，

2020年 第 １四 半 期 から影 響 が出 始 め，同 期 間 中 ，月 平 均 の前 月 比 上 昇 率 は0.3％にな

り ，過 去 ３ 年 で最 大 の上 昇 幅 とな るとみて い る。これは，統 計 の 構 成 品 目 の70％が輸 入

価 格 に 関 連 してい る た めで，影 響 あ る 主 な 財 ・サ ービス 品 目 は， ガ ソリ ン， 旅 行 商 品 ， 航

空 券 ，新 車 ，肉 である。 

主 なエコノミストの見 解 は以 下 のとおり。一 部 物 価 上 昇 に対 し懐 疑 的 な見 方 をするもの

もいる。 

（１）マルティガ・オガス・EuroAmer i caエコノミスト 

 ア 今 後 数 か月 内 に，為 替 レートの減 価 圧 力 がインフレに影 響 を与 えるだろう。 

 イ 当 面 は700ペソ台 の水 準 を維 持 する。 

 ウ １月 は0.2％，２月 は0.3％，３月 は0.4％上 昇 するとみている。 

 

（２）セルヒオ・レーマン・Bc iチーフエコノミスト 

 ア  2020 年 最 初 の 数 か 月 で 為 替 減 価 の 影 響 が イ ン フ レ 率 に 明 確 に 現 れ る と み ら れ

る。 

 イ １，２月 で0.2～0.3％，３月 は0.4％近 く上 昇 するとみている。 

 

（３）カロリナ・グリュワルド・BanCh i l eチーフエコノミスト 

 ア  暴 動 発 生 以 前 から，在 庫 が多 く積 み上 がっていたため，為 替 レートによる直 接 的

影 響 からの物 価 の上 昇 は起 きないと見 ている。 

 イ  また，売 上 げの低 下 から，物 価 （販 売 価 格 ）を引 上 げは難 しいとみられ，これは自

動 車 ，家 電 等 の輸 入 品 で該 当 する。 

 ウ ただし，旅 行 商 品 など，一 部 は為 替 の影 響 を直 接 受 けるとみている。第 １四 半 期

の物 価 上 昇 率 は0.3～0 .4％とみている。 

 

（９） Codelco 向 け海 淡 施 設 の丸 紅 落 札 ：入 札 結 果 キャンセルに関 する Codelco プレ

スリリース  
丸 紅 ，Transe lec社 ，Tech in t  Ch i l e社 により構 成 されるMTTコンソーシアムが落 札 した

海 水 淡 水 化 施 設 の入 札 結 果 を取 り消 す。Code lcoは三 社 の入 札 に謝 意 を示 すとともに，

仕 様 を再 調 整 し，２４ヶ月 以 内 の再 公 告 を目 指 す。 

主 たる変 更 内 容 は，給 水 先 として指 定 していたチュキカマタ鉱 山 ，ラドミロ・トミック鉱 山

及 びミニスト ロ・ア レス鉱 山 に 加 え，カ ラマ地 域 の全 ての作 業 地 区 への給 水 を 追 加 した こ

と及 びCode lcoが導 入 した新 たな透 明 性 と規 律 遵 守 の規 定 を反 映 させることである。 

 

（１０） 為 替 に対 する現 状 認 識 と見 通 し：報 道  
為 替 相 場 は 26 日 ，１ ドル747ペ ソ と なり ， 国 内 情 勢 不 安 以 前 の 水 準 に は 遠 い ものの ，

中 銀 の為 替 介 入 以 降 ペソ高 が進 んでいる。介 入 の発 表 以 降 ，82ペソ（約 10％）のペソ高

となり ，介 入 の 結 果 が 現 れてい る とみられる 。このほか，ペ ソ高 の 要 因 となってい るのが ，

好 調 な銅 価 格 である。 

銅 価 格 は現 在 １ポ ンド2 .8ドル台 まで回 復 。中 銀 の介 入 策 の他 ，国 外 に 目 を 向 ければ

米 中 貿 易 戦 争 の緊 張 緩 和 ，加 えて在 庫 も４か月 連 続 で減 少 し，特 に12月 は26％減 少 し

たことも銅 価 格 上 昇 に影 響 を与 えているとみられる 
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為 替 の 見 通 しに つ い て，ア レハンドロ・ペ イ ナ ードBBVAラ米 通 貨 担 当 チ ーフは，（ 新 興

国 全 体 も含 めて）為 替 高 が進 んでい ること，特 に ，チリ ペ ソは12月 8.6％のペソ高 をなって

おり，2020年 にかけ て流 出 した 資 本 が再 び戻 ってくることが期 待 されるが，長 期 的 に みて

（為 替 レートが）国 内 情 勢 不 安 以 前 の水 準 に 戻 ることは難 しく，中 銀 の介 入 策 が終 了 す

れば元 に戻 ってしまうだろう，との見 解 を示 す。 

中 央 銀 行 の為 替 介 入 策 につい て，発 表 当 初 は４ 億 米 ドル規 模 の介 入 であった が，今

のところ ，介 入 に 要 し てい る額 は１ 億 7500万 米 ドルとなってい る。セルヒオ ・レーマンBc iチ

ーフエコノミストは，チリペソ高 となっている原 因 を，銅 価 格 の回 復 と経 済 に対 する不 安 感

の減 少 に よるもの とし た 上 で，中 央 銀 行 の 為 替 介 入 もまた 重 要 であ った 。現 在 ，介 入 規

模 を 減 ら して い るが ， 今 後 もそ の 可 能 性 は あ り ，2020 年 ５ 月 ま で 行 われ る 予 定 の 同 策 を

途 中 でやめる可 能 性 も否 定 できない，と述 べた。 

 

（１１） チリにおける光 海 底 ケーブル敷 設 事 業 ：通 信 次 官 インタビュー記 事  
APECリ ーダ ーズ ウ ィ ーク 及 び COP25 とい う 大 き な 機 会 を 失 った 原 因 となった 社 会 的 な

混 乱 の後 ，ピニェラ大 統 領 の外 交 政 策 は不 確 実 ( ince r t idumb re )な状 況 にある。サンティ

アゴで開 催 される予 定 であった両 イベントは，チリが政 治 的 ・経 済 的 に安 定 してオープンな

国 であるというイメージを強 化 し，チリがプラットフォームとなることを目 指 そうとするものであ

ったが，それが果 たせなかった。 

今 日 ，モ ネ ダ 宮 殿 （ 大 統 領 ）は， 将 来 の 計 画 を 再 構 築 してい る。 そ の一 つ として， 未 だ

決 定 的 ではないが，チリとアジアを海 底 ケーブルで接 続 するという大 きな計 画 はまだ残 って

いる。この社 会 的 危 機 にもかかわらず，運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 （SUBTEL）が語 るとこ

ろによれば，このプロジェクト－現 在 陸 揚 地 や建 設 企 業 を決 定 する手 続 き中 である－は，

企 業 や国 の関 心 を引 き起 こしており，チリが南 米 の中 心 軸 となって同 大 陸 で優 位 的 地 位

となることを可 能 とするものである。 

ヒディ通 信 次 官 は，本 プロジェクトの説 明 のために様 々な会 合 や出 張 を行 ってきている。

その中 でも重 要 なものの１つ が，ア ジア との接 続 に より 関 心 を 持 つ 国 の１つ であ る，ブラジ

ルへの訪 問 である。 

「ヒ」通 信 次 官 は，CAF（アンデス開 発 公 社 ）のファイナンスにより行 われ米 国 のコンソー

シアムが受 託 してい る実 現 可 能 性 調 査 の，需 要 に関 する第 一 レポート提 出 を 受 けてお り，

ブラジ ル訪 問 は，彼 らの参 加 を 促 してプロジ ェクトを 実 現 するた め ，最 初 の需 要 に 係 る 数

値 を提 示 する最 初 の時 だった，と述 べた。 

また，「ヒ」通 信 次 官 は，ブラジルは南 米 地 域 全 体 のデータトラフィック量 の６０％を占 め

ているので本 プロジェクトに不 可 欠 である，また，ブラジルとアフリカや欧 州 との間 には様 々

なケ ーブルが接 続 さ れてい るので，ア ジ ア ・南 米 ケ ーブルができ れば，我 々の 南 米 大 陸 を

通 じて，ア フリカ ・欧 州 とアジアを 接 続 するこ とも可 能 となる，とした 。更 に ，また これらのケ

ーブルにおいてパブリ ック・プライベ ート・コンソーシアムの経 験 もあ るため，ブラジル政 府 と

の会 合 におい ては，これらの知 見 ・経 験 の共 有 や，ネット中 立 性 やサイバーセキュリテ ィ，

公 開 入 札 を含 めた規 制 ・管 理 の明 確 化 を行 った，とした。 

更 に「ヒ」通 信 次 官 は，アルゼンチン，エクアドル，パラグアイ，ボリ ビアの政 府 や企 業 と

も対 話 を 行 ってき てい る。本 プ ロジ ェクト を 運 営 するた めに は， 調 整 ，組 織 化 ，ガ バ ナ ンス

等 とい った こ とが 必 要 であ るが ， 南 米 大 陸 の各 国 を 結 ぶ 地 上 光 ファ イ バ ーケ ー ブルの 強

化 を 進 めることも必 要 である，これも２０ ２０ 年 に SUBTELが実 施 予 定 の戦 略 的 プロジ ェク

トに含 まれている，と述 べた。 

同 時 に，外 交 上 の大 きな懸 念 があ る。つまり，ケ ーブルのルート や，誰 が運 営 を 行 うの

か，そして米 国 と中 国 の間 に係 る事 項 である。この点 については，ポンペオ米 国 務 長 官 が

ピニ ェラ 大 統 領 に 対 し て直 接 に ， 中 国 がネ ッ ト ワ ークに ア クセスする ことは 南 米 大 陸 の安

全 保 障 にとってリスクがある，と言 及 している。同 時 に，中 国 は技 術 的 な影 響 を拡 大 し，チ

リを南 米 大 陸 における中 国 進 出 の拠 点 にしたいと考 えている。 
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ブラジルでは，「ヒ」通 信 次 官 は，７つのルート案 を説 明 した。つまり，①バルパライソ～タ

ヒチ～上 海 ，②バルパライソ～タヒチ ～台 湾 ，③バルパライ ソ～オ ークランド，シ ドニ ー～シ

ンガ ポ ール，④バルパライ ソ～オ ークランド～シドニ ー～グ アム ～香 港 ～日 本 ，⑤バルパラ

イソ～東 京 ～韓 国 ，⑥バルパライソ～タヒチ～グアム～香 港 ，⑦バルパライ ソ～オ ークラン

ド～シドニーである。なお，いずれのルートもチリのフアンフェルナンデス島 とイースター島 は

経 由 する。 

アジアと南 米 を接 続 する唯 一 のこのケーブルは，全 長 ２万 ２千 ｋｍ，６億 米 ドル規 模 で，

パブリック・プライベートのコンソーシアムにより，２５～３０年 間 運 営 される予 定 である。 


